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平成 16 年 3 月期   決算短信（連結） 平成16年 5月18日 
上 場 会 社 名 明治乳業株式会社 上場取引所    東・名 
コ ー ド 番 号 2261       本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.meinyu.co.jp/） 
代 表 者   代表取締役社長 浅野 代表取締  296,107,049株     15年 3月期  296,205,724株 

 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況                         （百万円未満切り捨て） 

  
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
16年 3月期 
15年 3月期 

百万円 
25,788 
34,754 

百万円 
△16,165 
△28,400 

百万円 
△10,356 
△4,664 

百万円 
4,130 
4,864 

 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数   26 社   持分法適用非連結子会社数    0 社   持分法適用関連会社数  3 社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)    2 社  (除外)    1 社   持分法 (新規)    0 社  (除外)    0 社 
 
２．17年 3月期の連結業績予想（平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
 

中間期 
通  期 

百万円 
379,000 
737,000 

百万円 
10,400 
18,800 

百万円 
4,800 
9,100 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  30 円 63 銭 
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（企業集団の状況） 

  明治乳業グループは、当社、子会社 57 社及び関連会社 14 社で構成され、“「食」の新

しい価値を創造し、お客様の健康で幸せな毎日に貢献する”を基本理念とし、牛乳・乳

製品等を原料とする食品の製造・販売を行う会社を核として構成されております。また、

これに関連した畜産品事業、飼料事業、輸送及びその他サービス等の事業活動の展開も

行っております。 

 各事業における当社グループ各社の位置付け等は、次の通りであります。 

 

（1）食品事業 

 牛乳・乳製品・アイスクリーム他食品の製造・販売 

   当社が製造・販売する他、牛乳・飲料については、連結子会社四国明治乳業㈱他２

社、子会社１社、持分法適用関連会社沖縄明治乳業㈱他１社、関連会社３社が製造・

販売を行っております。マーガリン類については、連結子会社明治油脂㈱より、冷凍

食品については、連結子会社日本罐詰㈱より仕入れている他、農水産加工品等につい

て子会社５社、持分法適用関連会社㈱東京シーフーズ他関連会社２社が製造・販売を

行っております。 

 

 牛乳・乳製品・アイスクリーム等の販売 

   当社が販売する他、連結子会社東京明販㈱他９社、子会社６社、関連会社１社が当

社製品の販売を行っております。 

 

 畜産品事業 

   連結子会社明治ケンコーハム㈱他２社、子会社１社、関連会社１社が製造・販売を

行っております。 

 

（2）サービス・その他事業 

 飼料事業 他関連呵��
行  
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（経営方針） 

 

１．経営の方針 

   当社グループは、『「食」の新しい価値を創造し、お客様の健康で幸せな毎日に貢献

する。』を企業理念としており、「食」と「健康」を中心テーマに企業活動を推進して

おります。 

  

２．利益配分に関する基本事項 

   利益配分は、将来に備えた内部留保の充実を考慮しつつ安定的な株主配当を継続して

いきます。 

 

３．中長期的な経営戦略及び会社の対処すべき課題 

   平成１５年度から１７年度までの３年間の経営方針を次のように策定し、実行してお

ります。現在重要と認識している環境要因は 

 

① 乳業界競争構造の転換 

② デフレ経済の長期化 

③ 国際会計基準の完全施行 

④ 食の安全に対する消費者意識の高揚 

⑤ 流通構造の変化 

など 

 

であります。 

    このような環境のなか、当社グループは、経営方針の基本コンセプトである、「イノ

ベーション先進企業への転換」を積極的に推進し、コーポレートブランドの確立と高収

益体質への転換を目指してまいります。具体的には、企業活動の新たなステージとして、

技術革新、仕組み革新を中心としたイノベーションの実現により、企業としての価値の

向上を図り、お客様にとってかけがえのない企業グループになることを目指し、取り組

みを強化しております。 
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 セグメント別の業績の状況は次の通りであります。 

  （単位：百万円、％） 

食 品 サービス・その他 計  

当期 前期 増減 当期 前期 増減 当期 前期 増減 

売上高 623,077 640,377 △17,300 144,528 132,894 11,633 767,605 773,272 △5,666 

営業利益 13,662 13,151 510 2,659 2,421 237 16,321 15,572 748 

（注：消去前の金額を記載） 

 

【食品事業】 

  売上高は、明治乳業単体において、冷夏の影響、及び市場競争の激化、プロダクトミ

ックス改善の推進等により前期実績を下回ったこと、などにより前期実績を下回りま

した。営業利益については、売上高の減少があったものの、プロダクトミックス改善

��ロ�、改 善�が あ っ た ^ `  
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④飲料部門 

 飲料部門は、天候不順などにより、前期比 8.4%減の 315 億 3,400 万円となりました。 

 

⑤その他部門 

 その他部門におきましては、栄養食品が流動食の販売強化などにより前期実績を上回り

ました。冷凍食品、マーガリンは販売競争の激化などにより前期実績を下回りました。

結果として、同部門は前期比 7.9%減の 636 億 2,900 万円となりました。 

 

  以上により、売上高は、前期比 3.9%減の 4,987 億 4,700 万円、営業利益は、前期比 7.1%

減の 114 億 6,100 万円、経常利益は前期比 0.7％減の 114 億 100 万円となりました。尚、

当期におきまして、固定資産売却益 41 億 5,900 万円を特別利益に計上いたしました。以上

の結果、当期純利益は、前期比 39.6％増の 55 億 9,500 万円となりました。 

  

（３）次期の見通し 

 当社を取り巻く経営環境は、景気の先行きに依然不透明感がある中で、個人消費の大幅

な伸長は期待できない状況であり、さらに、デフレと相まって市場競争は一層激化するな

ど依然として厳しいものと予想されます。また、食の安全、安心に対してさらなる信頼の

獲得を図ることが重要な経営課題であると認識しております。加えて、食品業界および流

通業界における企業再編、乳業界における乳製品の需給や自由化問題などが、経営に多大

な影響を及ぼす課題であると認識しております�-ﾈ+p �-ﾈ+p さ�多大

通業界における企業再編、を�獲 得 長 多大流 おWf 乳製品 を� を
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２．財政状態 

                                                               （単位：百万円） 

項目 当期 

（H15.4.1～ 

   H16.3.31) 

前期 

（H14.4.1～ 

   H15.3.31） 

増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー     25,788     34,754    △8,965 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △16,165   △28,400     12,234 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △10,356   △ 4,664    △5,692 

現金及び現金同等物の増加(△減収)額   △   734      1,689    △2,423 

現金及び現金同等物の期首残高      4,864      3,174      1,689 

現金及び現金同等物の期末残高      4,130      4,864    △  734 

 

 連結キャッシュ・フローの当期の概況については、 

① 営業活動によるキャッシュ・フローは、金融機関の休日の影響を受けなかったことに

よる売上債権の増加、法人税等の支払額の増加などにより、前期より89億6,500万円

減の257億8,800万円のプラスとなりました。 

 

② 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資の抑制による有形固定資産及び投資有価

証券取得の減少、有形固定資産の売却収入の増加などにより、前期より 122 億 3,400

万円支出減の、161 億 6,500 万円のマイナスとなりました。これにより、フリーキャ

ッシュ・フローは前期より 32 億 6,900 万円増の 96 億 2,200 万円のプラスとなりまし

た。 

 

③ 財務活動によるキャッシュ・フローは、長・短借入金の減少と配当金の支払いにより、

103億5,600万円のマイナスとなりました。 

 

④ これらの結果、当期末の現金及び現金同等物は前期末より 7 億 3,400 万円減少し、

41 億 3,000 万円の残高となりました。 
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尚、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りです。 

 

 平成１３年３月期 

   

平成１４年３月期 平成１５年３月期 

  

平成１６年３月期 

   

株主資本比率（％）      ２２．０％      ２１．１％      ２２．６％     ２５．２% 

時価ベースの 

   株主資本比率（％） 

     ４３．２％      ３５．４％      ３０．４％     ４０．４%  

債務償還年数（年）       ４．４      １２．２       ４．３       ５．５  

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ 

     １５．２       ６．４      １８．９     １４．７ 

（注）株主資本比率   株主資本／総資産      

     時価ベースの株主資本比率  株式時価総額／総資産       

債務償還年数 有利子負債／営業キャッシュ・フロー      

インタレスト・カバレッジ・レシオ  営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

  ＊各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。    

 ＊株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。    

＊営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フローの営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。      

  ＊有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としております。      

    ＊利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。         
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

 当連結財務諸表に含まれた連結子会社は、次のとおり











 20 

（有価証券関係） 

当連結会計年度(平成16年３月31日) 
１．その他有価証券で時価のあるもの                   

 

区分 
 

取得原価 
(百万円) 

連結決算日における 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

 
差額 

(百万円) 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超える
もの 

   

①株式 8,399 16,827 8,427 

②債券 20 27 6 

③その他 51 55 4 

小計 8,471 16,910 8,438 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えな
いもの    

①株式 370 329 △41 

②債券 11 11 △0 

③その他 5 5 △0 

小計 388 346 △41 

合計 8,860 17,257 8,397 

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて、31百万円減損処理を行っておりま
す。 

 
前連結会計年度(平成15年３月31日) 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 
 

取得原価 
(百万円) 

連結決算日における 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

 
差額 

(百万円) 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超える
もの 

   

①株式 4,510 6,979 2,468 

②債券 22 27 4 

小計 4,533 7,006 2,473 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えな
いもの    

①株式 4,197 3,696 △500 

②債券 11 11 △0 

③その他 56 43 △12 

小計 4,265 3,752 △513 

合計 8,798 10,758 1,959 

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて、2,451百万円減損処理を行っており
ます。 

 

（デリバティブ取引関係） 

証券取引法第27条の30の６の規定に基づき、電子開示手続きを行っておりますので、記載

を省略しております。 
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（生産、受注及び販売の状況） 

(1) 生産実績 
 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 事業の種類別セグメントの名称 

金額(百万円) 金額(百万円) 

前年 
同期比
(％) 

食品事業 384,732 434,129 △11.4 

サービス・その他事業 35,430 36,355 △2.5 

合計 420,163 470,485 △10.7 

その
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平成 16 年 3 月期   個別財務諸表の概要              平成16年 5月18日 

上 場 会 社 名 明治乳業株式会社 上場取引所    東・名 
コ ー ド 番 号 2261       本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.meinyu.co.jp/） 
代 表 者   代表取締役社長 浅野 茂太郎 
問合せ先責任者   取締役広報室長 織田 邦利       ＴＥＬ (03)5653－0300 
決算取締役会開催日 平成16年 5月18日 中間配当制度の有無  有 
定時株主総会開催日 平成16年 6月29日         単元株制度採用の有無  有（１単元 

）   
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（個別財務諸表等） 

1.貸借対照表 
    （単位：百万円） 

当期 
(平成16年３月31日) 

前期 
(平成15年３月31日) 

             期別 
 

 科目 金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 
比較増減 

(資産の部)      
 流動資産      
  現金及び預金 2,041  2,018  23 
  受取手形 2,976  3,446  △470 
  売掛金 60,369  60,280  88 
  たな卸資産 36,708  38,728  △2,019 
  繰延税金資産 3,738  3,589  148 
  その他 5,471  5,976  △505 
  貸倒引当金 △726  △731  5 

流動資産合計 110,580 40.3 113,308 41.1 △2,727 
 固定資産      
  有形固定資産 117,443  120,835  △3,391 
   建物 42,622  45,064  △2,441 
   機械装置 42,120  43,976  △1,856 
   土地 20,305  20,674  △369 
   その他 12,394  11,119  1,275 
  無形固定資産 571  634  △63 
  投資有価証券 19,408  13,464  5,944 
  投資その他の資産 27,731  27,968  △236 
  貸倒引当金 △1,174  △525  △648 

固定資産合計 163,980 59.7 162,377 58.9 1,602 
資産合計 274,560 100.0 275,685 100.0 △1,125 

 

当期 
(平成16年３月31日) 

前期 
(平成15年３月31日) 

             期別 
 

 科目 金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 
比較増減 

(負債の部)      
 流動負債      
  支払手形 4,448  4,196  251 
  買掛金 42,611  43,973  △1,362 
  短期借入金 16,023  7,741  8,282 
  一年以内に償還予定の社債 5,000  －  5,000 
  コマーシャルペーパー 8,000  12,000  △4,000 
  未払法人税等 3,404  4,183  △778 
  未払費用 23,714  23,970  △256 
  その他 16,365  17,968  △1,603 

流動負債合計 119,568 43.5 114,033 41.3 5,534 
  固定負債      
   社債 30,000  35,000  △5,000 
   長期借入金 33,719  45,143  △11,423 
   繰延税金負債 1,171  －  1,171 
   退職給付引当金 5,295  4,102  1,192 
   その他 267  276  △9 

固定負債合計 70,453 25.7 84,522 30.7 △14,069 
負債合計 190,021 69.2 

69.2384 0.48 11.28 re f�406.8 2n �B,2 9T�52217.44  TD�0  T�52217.44  TD�0  Tc (3 �B,2 9T�52217.44  TD�0  T�76C,2 9T17.44  T217.44  TD�0  T�76C,2 9T17.426.08 46226.08 0.48 0.48 reA97.426.012 214.56 0.48 1 226.08 76.08 0.48 re f71  TD�0  T�52217.44  TD re f71B,2 .48 re f00.48 re f�re f71B,2 .48 re f00.48 re f216.24 4.32 9.12 re  TD�-0.0026.08 0.7.44  TD�0  Tc (384 0.48 11.283 re h W n �BT�526.56 217.44  TD�0  Tc ( ) 48 e f216.24 4.32 9.12 re  64 4.32 9.12 re  64 4,E ( ) Tj.7.44  16.24 4.32 9.12 re f71B,2 .48 re f24 4.32 9.12 re f71B,2 .281A2> Tj�9.12 0  TD (9) Tj�E4B9�0  Tc ( ) Tj�ET�Q �04.2<95898DC28D878C76> Tj�36.24 0913f�329.04 214.56 0.48 11.8 re f�6 re f71B,2 1.12 226.06456 0.48(3 �B,2 1�04.2<95898DC28D878C762 2262BT�1546.8 0 0.48 6 2,E ( ) Tj2) T4�ET�Q �04.2<95898DC28D329.04 214.56 0.1.28 re f�406.8 2n � 4.56 9.48BB71.76 169.2) T4.12 �63.36 214.56 0.48 18 0.48 62 �63.36 214.56 0.4�BT�15418 0.48 62 �63.36 214.56 0.40 2n �B,2 9T�52217.44  TD�0 8 re f�406.8 2n �B,2.56 0.40 2n �B,2 9T.56 9.12 r,�BT�324.72 76.08 0.48 re f71  TD�0  T�75021) Tj�ET�q �277.2 204.2456 5021
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重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式………………移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

   時価のあるもの……………………………決算日の市場価格等に基づく時価法 

                    （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却 

                     原価は移動平均法により算定） 

   時価のないもの……………………………移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法………時価法 

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 商品・製品………………………………………移動平均法に基づく原価法 

 原材料・貯蔵品…………………………………移動平均法に基づく原価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産…………………………………定率法 

 た���霍� 原 穏 �基
原ゥc…］ｸ叙� 商品� 7ｽ����Qc準及�8�ﾕ� � 
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６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 

７．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

財務諸表に関する注記 

 当期 
(平成16年３月31日) 

 前期 
(平成15年３月31日) 

 有形固定資産の減価償却累計額 165,827百万円 160,332百万円

 自己株式 541,737株  443,062株 

 偶発債務    

   債務保証 27,153百万円  22,925百万円

 

 

（リース取引関係） 

証券取引法第27条の30の６の規定に基づき、電子開示手続きを行っておりますので、記載

を省略しております。 

 

 

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 当期 
(平成16年３月31日) 

 前期 
(平成15年３月31日) 

繰延税金資産 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 3,078百万円 2,535百万円

 賞与引当金損金算入限度超過額 2,015 〃  1,726 〃 

 未確定費用概算計上否認 806 〃  1,003 〃 

 減価償却費損金算入限度超過額 614 〃  545 〃 

 未払事業税否認 345 〃  382 〃 

 株式評価損否認 1,132 〃  797 〃 

 その他 902 〃  778 〃 

繰延税金資産合計 8,896百万円 7,769百万円

繰延税金負債    

 圧縮記帳積立金 △3,206百万円 △3,346百万円

 その他有価証券評価差額金 △3,122百万円  △682 〃 

繰延税金負債合計 △6,328 〃  △4,028 〃 

繰延税金資産の純額 2,567百万円 3,740百万円

  
２．法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差

異の原因となった主要な項目別の内訳 

 当期 
(平成16年３月31日) 

 前期 
(平成15年３月31日) 

法定実効税率 42.0％ 42.0％

 (調整)  

15 911B12 0 8CD�  Tc4Tj�D ( ) Tj   T Tc C4 h W n �BT�409.68 ,.36 2.88 9.12 re h W n �BT�8n�9.12 0  TD 126F TD�<914F8A�Q �06FA> T0C-C4h W4と (％ 重要

前期 
(���) の原因 重要
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（役員の異動） 

５月１８日の取締役会において、下記の通り役員の異動を内定いたしました。尚、役員の新任・

退任については６月２９日の株主総会において、監査役の常勤、非常勤の区分は同総会後の監査役

の互選において選任される予定です。 

 

１．代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

２．その他の役員の異動 

○役員の退任・新任・補欠 

①退任予定取締役 

  吉岡 肇（現 取締役：ﾌﾚｯｼｭﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑｽﾞ株式会社代表取締役社長）  

                         当社常勤監査役に就任予定     

②新任監査役候補 

  吉岡 肇 （現 取締役：ﾌﾚｯｼｭﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑｽﾞ株式会社代表取締役社長）  

     (常勤監査役） 

   星野 修邦（現 本社情報システム部長） 

     (常勤監査役)  

   赤羽 正治（現 明治製菓株式会社執行役員食料企画管理部長） 

     (非常勤監査役(社外監査役))    

   藤井 吉昭（現 財団法人畜産環境整備機構副理事長） 

     (非常勤監査役(社外監査役)) 

   

  ③補欠監査役候補（監査役が法定の員数を欠くことになった場合に速やかに就任する 

           ためにあらかじめ選任するものです。） 

佐貫 葉子(現 弁護士(ＮＳ綜合法律事務所)) 

   

  ④退任予定監査役 

    江間 俊夫（現 常勤監査役） 

頼藤 洋志（現 常勤監査役） 

    狩野 維秀（現 常勤監査役） 

 吉田 浩售（現 非常勤監査役（社外監査役）） 
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２００４年５月１８日 
各位                                                               
 

明治乳業株式会社 
 

明治乳業株式会社  平成１６年３月期決算参考資料 
 
１．平成１６年３月期決算販売実績 
 

 数量 前期比 
（％） 

金額 
（百万円） 

前期比 
（％） 

牛乳類  
ヨーグルト 

その他  

７７９，２４６ 
２９３，２２４ 
２４９，２２４ 

９２．６ 
９９．２ 

１０４．９ 

 １３３，４１０ 
  ９０，８０１ 
  ６７，５９６ 

９５．６ 
１００．３ 
１０５．９ 

市乳計    １，３２１，６９４ ９６．２  ２９１，８０７ ９９．３ 
     粉  乳    
     れん乳    
     バター    
     チーズ    

３１，６３４ 
２，９６６ 

１５，２２２ 
２２，８１０ 

９８．１ 
９０．８ 
９５．９ 
９４．８ 

  ３４，５４０ 
１，１４７ 

  １５，３２９ 
  ２４，２５２ 

９１．４ 
９４．９ 
９９．６ 
９４．０ 

 乳製品計      ７２，６３４ ９６．３ ７５，２６９ ９３．９ 
 アイスクリーム ９９，４４４ ８９．５   ３６，５０６ ８８．５ 

 飲  料    ２２４，４２０ ９０．７   ３１，５３４ ９１．６ 
 その他         ―   ―    ６３，６２９ ９２．１ 

計    ―   ―  ４９８，７４７ ９６．１ 

 

 （注１）乳製品の単位：トン 

        市乳、飲料、アイスクリームの単位：kｌ 

 （注２）牛乳類とは、牛乳・加工乳・白物乳飲料の計 
 

２．設備投資額、減価償却額、研究開発費 
 

設備投資額 
（支払いベース） 

減価償却額 
（有形固定資産） 

研究開発費  

億円 億円 億円
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３．従業員数 
 
平成10年３月末 ５，５４７名 
平成10年９月末 ５，７２３名 
平成11年３月末 ５，５２２名 
平成11年９月末 ５，６１８名 
平成12年３月末 ５，４２３名 
平成12年９月末 ５，４０８名 
平成13年３月末 ５，２００名 
平成13年９月末 ５，３２９名 
平成14年３月末 ５，１０６名 
平成14年９月末 ５，１９０名 
平成15年３月末 ４，９４９名 
平成15年９月末 ４，９７０名 
平成16年３月末 ４，７３４名 

 
 

４．売上高原価率、売上高販管費比率、金融収支 
 

 売上高原価率 売上高販管費比率 金融収支 

平成14年度 ７０．４％ ２７．２％ △１，０２２百万円 
平成15年度 ７０．４％ ２７．３％ △  ７３９百万円 

 
 

５．営業利益の見通し 
 

 通期 上期 下期 

平成16年度見通し １５０億円 ８１億円 ６９億円 
 
 
６．部門別売上予想（２００４年４月１日～２００５年３月３１日） 
 

通期予想 上期予想 下期予想 
売上高 前年比 構成 売上高 前年比 構成 売上高 前年比 構成 

 

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 
市乳 304,900 104.5 59.6 156,100 105.1 58.5 148,800 103.9 60.8 

5 


	settlement_2003_r04_mn.pdf
	settlement_2003_k04_mn.pdf

